
議案第75号 

 

三朝町税条例の一部改正について 

 

 次のとおり三朝町税条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第96条第１項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

  平成27年９月７日 

  

三朝町長 吉 田 秀 光 

 

 

 

 

 

 

 

 

三朝町税条例の一部を改正する条例 

 

三朝町税条例（昭和45年三朝町条例第18号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条を削り、同表の改正後の欄中条の表

示に下線が引かれた条を加える。 

 

改正後 改正前 

 

附 則 

 

附 則 

 

 

 

（個人の町民税の寄附金控除額に係る申告の

特例等） 

第９条 削除 

第９条 法附則第７条第８項に規定する申告

特例対象寄附者（次項において「申告特例

対象寄附者」という。）は、当分の間、第 

34条の７第１項及び第２項の規定によって

控除すべき金額の控除を受けようとする場

合には、第36条の２第４項の規定による申

 



告書の提出（第36条の３の規定により当該

申告書が提出されたものとみなされる所得

税法第２条第１項第37号に規定する確定申

告書の提出を含む。）に代えて、法第314条

の７第１項第１号に掲げる寄附金（以下こ

の項及び次条において「地方団体に対する

寄附金」という。）を支出する際、法附則

第７条第８項から第10項までに規定すると

ころにより、地方団体に対する寄附金を受

領する地方団体の長に対し、同条第８項に

規定する申告特例通知書（以下この条にお

いて「申告特例通知書」という。）を送付

することを求めることができる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付

の求め（以下この条において「申告特例の

求め」という。）を行った申告特例対象寄

附者は、当該申告特例の求めを行った日か

ら賦課期日までの間に法附則第７条第10項

第１号に掲げる事項に変更があったとき

は、同条第９項に規定する申告特例対象年

（次項において「申告特例対象年」という。）

の翌年の１月10日までに、当該申告特例の

求めを行った地方団体の長に対し、施行規

則で定めるところにより、当該変更があっ

た事項その他施行規則で定める事項を届け

出なければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長

は、申告特例対象年の翌年の１月31日まで

に、法附則第７条第10項の規定により申請

書に記載された当該申告特例の求めを行っ

た者の住所（同条第11項の規定により住所

の変更の届出があったときは、当該変更後

の住所）の所在地の市町村長に対し、施行

規則で定めるところにより、申告特例通知

書を送付しなければならない。 

４ 申告特例の求めを行った者が、法附則第

７条第13項各号のいずれかに該当する場合

において、同項前段の規定の適用を受ける

ときは、前項の規定による申告特例通知書



の送付を受けた市町村長は、当該申告特例

の求めを行った者に対し、その旨の通知そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者

が前年中に地方団体に対する寄附金を支出

し、かつ、当該納税義務者について前条第

３項の規定による申告特例通知書の送付が

あった場合（法附則第７条第13項の規定に

よりなかったものとみなされる場合を除

く。）においては、法附則第７条の２第４

項に規定するところにより控除すべき額

を、第34条の７第１項及び第２項の規定を

適用した場合の所得割の額から控除するも

のとする。 

  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。                   

（適用区分） 

第２条 この条例による改正後の三朝町税条例（以下「新条例」という。）附則第９条の

規定は、町民税の所得割の納税義務者が平成 27 年４月１日以後に支出する新条例附則第

９条第１項に規定する地方団体に対する寄附金について適用する。 

２ 新条例附則第９条の２の規定は、平成 28 年度以後の年度分の個人の町民税について適

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


